
 

件名 諸規程の整備(案)について 

 

１ 加盟館の組織変更に係る会則の改正 

（１）改正理由 

   独立行政法人男女共同参画機構法の施行により、「独立行政法人国立女性教育会館」が解散し、「独立行政法人

男女共同参画機構」がその一切の権利等を承継したことに伴い、埼玉県図書館協会会則における規定の整備を行

うものです。 

（２）改正内容 

   埼玉県図書館協会会則のうち「別表 会費・負担金算出基準」記載の「国立女性教育会館」について、「男女 

共同参画機構」に改正するものです。 

 

２ 諸規程の新規整備について 

（１）整備理由 

埼玉県図書館協会予算を適正に管理・執行するため、次のとおり規程を整備しようとするものです。 

（２）整備内容 

  ア 埼玉県図書館協会 予備費支出規程（案） 

    別添資料８－１のとおり。 

イ 埼玉県図書館協会 事業積立金取扱規程（案） 

    別添資料８－２のとおり。 

 

 

《第８号議案》 



 

参考 

埼玉県図書館協会会則 別表 新旧対照表 

新 旧 

教育センター資料室 

県議会図書室 

県民活動総合センター 

さいたま文学館 

男女共同参画推進センター 

独立行政法人男女共同参画機構 

県社会福祉協議会 

国立保健医療科学院 

教育センター資料室 

県議会図書室 

県民活動総合センター 

さいたま文学館 

男女共同参画推進センター 

国立女性教育会館 

県社会福祉協議会 

国立保健医療科学院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

埼玉県図書館協会 予備費支出規程（案） 

 

（目的） 

第 1条 本規程は、予備費の適正な管理及び支出に関する手続を定め、予算の運用を適正に行うことを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 予備費とはあらかじめ予算に計上された用途が未確定の費用とする。 

 

（予備費の承認） 

第３条 当該年度の予備費の額は総会による承認を得なければならない。 

 

（支出基準） 

第４条 予備費は、次に掲げる場合に支出できるものとする。   

1 法令改正又は価格変動により見積もった予算額を超える場合 

2 災害等により緊急に支出を要する場合 

3 その他予算外の支出でやむを得ないと認められる場合 

 

（伺い手続） 

第５条 予備費を支出しようとする者は、支出理由、使用目的、積算額及び予備費充当額を明記した伺書を作成し、

会長の承認を得なければならない。  

 

資料８―１ 



 

（制限） 

第６条 1 件当たりの予備費充当額が 10 万円を超える場合は、常任理事会の承認を要する。 

 

（緊急時の対応） 

第７条 災害等緊急の場合は、前条による承認を省略することができる。 

 

（総会への報告） 

第８条 会長は、予備費を支出したときは翌年度の総会において報告しなければならない。ただし、予備費を充当し

た総額が 10 万円未満の場合は決算の報告で代えることができる。   

 

（改廃） 

第９条 本規程の改廃は、総会の承認を必要とする。 

 

附則 この規程は、令和８年４月１日に遡って施行する。 

  



 

埼玉県図書館協会 事業積立金取扱規程（案） 

（目的） 

第１条 本規程は、事業展開に必要な資金を確保するため、事業積立金の積立て、管理に関する事項を定めることを

目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本規程における「事業積立金」とは、将来の事業資金として積み立てる資金をいう。 

 

（積立ての対象） 

第３条 事業積立金の対象とする資金は次に掲げるものとする。 

１ 「図書館と県民のつどい埼玉」における記念講演に係る経費 

 

（積立額） 

第４条 積み立てようとする額はその年度の総会において予算として承認を得なければならない。 

 

（報告） 

第５条 会長は積み立てられた総額を毎年度、総会において決算にあわせて報告しなければならない。 

 

（取崩しの条件） 

第６条 事業積立金は、第 3 条に定めたそれぞれの理由により総会の承認を得た場合は取崩しをすることができる。 

 

資料８―２ 



 

２ 緊急等やむを得ないと認められる場合は、会長の承認を得て取り崩すことができる。ただし、積立金の支出後速

やかに理事会に報告しなければならない。 

 

（目的外による取崩し） 

第 7条 事業積立金は第 3条に定めた理由で支出する見込みが将来に渡ってなくなったときは総会の承認を得て取り

崩すことができる。 

 

（改廃） 

第８条 本規程の改廃は、総会の承認を必要とする。 

 

附則 この規程は、令和８年４月１日に遡って施行する。 

 


